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Ⅰ　研究の目的
　本稿の目的は，国立大学附属特別支援学校における学
校組織特性と「教師の教育実践の改善」の関連を明らか
にすることである。
　佐古（２００６）は，四国・九州地区の小学校（２０％の学
校を抽出）の学級担任教師（１校あたり３名）に対して，質
問紙調査を実施し，個業化，統制化，協働化の３つの下
位尺度から構成される学校組織特性が，教員の教育活動
に及ぼす影響などを分析している。その結果，①協働化
と統制化の進展は，教師の学校改善志向を高めること，
②とくに協働化は，統制化よりも，より強く学校改善志
向に作用することなどが，明らかにされている。
　特別支援学校では，通常，学級担任１人が授業を行う
小学校と異なり，複数の教員がチームを組んで毎時間の
授業を実施することが多い。そのため，特別支援学校に
おける学校の組織特性が「教師の教育実践の改善」に与
える影響は，小学校におけるそれと異なることが予想さ
れる。しかし，特別支援学校において，学校の組織特性
が，「教師の教育実践の改善」に及ぼす影響は，管見の限
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り，未だ明らかにされてはいない。
　近年，児童生徒数が減少する一方で，特別支援学校に
在学する児童生徒数が急増している（表１）。このことを
考えれば，特別支援学校における教育実践の質を改善す
ることの重要性が高まってきていると言える。よって，
特別支援学校において，学校の組織特性が，「教師の教育
実践の改善」に与える影響を明らかにすることの重要性
も高まってきていると考えられる。
　特別支援学校のなかでも，とくに国立大学附属特別支
援学校には「地域の教育の『モデル校』として，地域の
教員の資質・能力の向上，教育活動の一層の推進に寄与
すること」（文部科学省（２００９）「国立大学附属学校の新
たな活用方策等について」）が求められている。よって，
国立大学附属特別支援学校には，その他の特別支援学校
に比べ，より質の高い教育実践を行うことが期待されて
いると言えよう。故に，国立大学附属特別支援学校にお
いて，学校組織特性が，「教師の教育実践の改善」に与え
る影響を明らかにすることは重要だと考える。
　以上の問題意識から，本研究では，国立大学附属特別
支援学校において，学校組織特性と，「教師の教育実践の
改善」の関連を明らかにすることを目的とする。
Ⅱ　研究方法
１）調査方法と調査対象
　本研究では，全国の国立大学附属特別支援学校（４２校）
の教職員を対象に，質問紙調査を実施した。
　本質問紙調査は，教職大学院の現職院生である第一筆
者が，置籍校（国立大学附属特別支援学校）での実習内
容を計画する際に，置籍校の学校組織の特徴を，他の国
立大学附属特別支援学校と比較することを通して明らか
にするために実施された。
　調査対象者は，国立大学附属特別支援学校に在籍して
いる教職員（校長，教頭，主幹教諭，指導教諭，教諭，
養護教諭）である。
　調査票の送付と回収は学校単位で行った。調査票は
２０１７年１月２３日を期日として回収した。
２）質問項目の構成
　本研究で用いた質問紙の質問項目は，次の手順で作成
された。まず，中妻（２０１１）が実施した質問紙の質問項
目のうち，学校の組織や校内研修の状態，「教師の教育実
践の改善」を測定する質問項目を採用した。採用された
項目には，佐古（２００６）が作成した学校組織特性の尺度
を構成する９つの質問項目が含まれている。
　次に，第一筆者が，独自に測定したいと考えた項目（「教
師の働きがい」など）を加えた。
　本研究で用いた質問紙の項目は，表２の通りである。
回答については，４件法（「あてはまる」「どちらかとい
えばあてはまる」「どちらかといえばあてはまらない」「あ
てはまらない」）を採用した。
表１　在籍児童生徒数の推移
（平成２８年度学校基本調査より）
小・中・高等学校特別支援学校在籍者数
１４,１６８,８８９人１０８,１７３人平成１９年度
１３,２４４,０１６人１３９,８２１人平成２８年度
表２　本研究で実施された質問紙の質問項目
質問項目
１　この学校では，学校全体としての子どもの課題を話し合うことがで
きている。
２　この学校では，指導方法の工夫や改善は，主にそれぞれの教師が個
別に判断して実践している。
３　この学校では，他の教師の授業を気軽に参観することができる。
４　この学校では，学校全体をよくしていこうとする意識を持っている。
５　この学校では，校内研修は専門性向上に繋がっていると感じている。
６　この学校では，校内の指揮・監督系統が確立していて，それに沿っ
た指導や監督がなされている。
７　この学校では，教師の持ち味を生かした実践がしやすい雰囲気があ
る。
８　この学校では，児童生徒の課題解決や目標達成に向けて，１２（・
６・３）年間を見通して取り組むことができている。
９　この学校では，各担任は，学級に困難な問題が生じたときには，他
の先生の力を借りるよりも，できるだけ自分の力で解決していくよう
にしている。
１０　この学校では，校内研修は児童生徒理解や教師の専門性向上に向け
て，話し合いを重視して運営されている。
１１　この学校は，多様な取り組みよりも統一した方針に従うことが重視
されている。
１２　この学校では，児童生徒の変容から授業内容の検証，改善をする体
制がある。
１３　この学校では，生徒指導や学級経営の問題や改善点について，同僚
の教師から率直な指摘や有益な意見を聞くことができる。
１４　この学校では，学部内での情報交換や情報共有がうまくできている。
１５　この学校では，学校の教育目標や課題を具体的にどう受け止めるか
については，個々の教師に委ねられている。
１６　私は，校内研修や職員会議に積極的に参加している。
１７　私は，児童生徒の課題をとらえ直し，新しい実践を工夫していきた
いと考えている。
１８　私は，児童生徒との関わりの中で，働きがいを感じている。
１９　私は，学習指導に自信が持てないと感じることがある。
２０　私は，日頃から多忙感を感じている。
２１　この学校では，校内研修で学んだことが日々の実践に結びついてい
ると感じる。
２２　この学校では，困難な問題があったときには，まず管理職や係に連
絡して，指示を受けたり助言を受けて対応したりしている。
２３　この学校では，学校の教育目標や課題の作成の過程に，ほとんどす
べての教師が関わることができている。
２４　この学校では，学校目標や課題の見解が一致し，具体的に把握する
ことができている。
２５　この学校では，学校の教育目標や課題は，主に管理職がそのビジョ
ンや考え方に基づいて設定している。
２６　この学校では，実践内容をオープンにし，高め合う雰囲気がある。
２７　この学校の先生方は，授業や学級経営に関する指導力が高い。
２８　この学校の先生方は，互いに信頼し合っている。
２９　この学校の先生方は，児童生徒を良くしようとする意識や意欲が高
い。
３０　この学校の先生方は，自ら学び，専門性を高めようとする意識や意
欲が高い。
表３　回答者の年齢
合計ＮＡ５０代４０代３０代２０代
８６５５１９５３０１２８５７９
１００.０％０.６％２２.５％３４.８％３２.９％９.１％
№３２ １６１
３）回収率と回答者の属性
　４２校中３７校，８６５人から回答があった。依頼校を母
数とする回収率は８８.１％である。
　回答者の属性（年齢，教職勤務年数，現任校での勤務
年数，前任校種）は，表３～６の通りである。
４）分析の方法
　個々の教員を単位として，分析を行った。
　「あてはまる」を４点，「どちらかといえばあてはまる」
を３点，「どちらかといえばあてはまらない」を２点，
「あてはまらない」を１点として，SPSS ver２３を用いて
分析した。
５）変数の設定
　本研究では，学校組織特性の３つの下位尺度（協働性，
統制性，個業性）を説明変数とする。
　被説明変数として，「教師の教育実践の改善」を設定す
る。この「教師の教育実践の改善」を測る指標として，
①「同僚教師の専門性向上志向」（３０．この学校の先生方
は，自ら学び，専門性を高めようとする意識や意欲が高
い），②「同僚教師の指導力」（２７．この学校の先生方は，
授業や学級経営に関する指導力が高い），③「同僚教師の
児童生徒を良くする志向」（２９．この学校の先生方は，
児童生徒を良くしようとする意識や意欲が高い），④「学
習指導への自信のなさ」（１９．私は，学習指導に自信が
持てないと感じることがある），⑤「教育実践改善志向」
（１７．私は，児童生徒の課題をとらえ直し，新しい実践
を工夫していきたいと考えている）の５つの変数を設定
する。
　また，説明変数や被説明変数に関連する変数として，
「働きがい」（１８．私は，児童生徒との関わりの中で，働
きがいを感じている），「多忙感」（２０．私は，日頃から
多忙感を感じている。）を設定する。
６）仮説設定
　本研究では，次の４つの仮説を設定して，その仮説を
検証する。
　①学校組織特性のうち，協働性が高いと，「教師の教育
実践の改善」を測る５つの指標が高まる傾向がある（た
だし，「学習指導への自信のなさ」は低くなる）。
　②「教師の教育実践の改善」を測る指標のうち，教員個
人についての認識（「学習指導への自信のなさ」「教育実
践改善志向」）は「働きがい」「多忙感」と相関がある。
　③学校組織特性のうち，協働性が高いと，「働きがい」が
高まり，「多忙感」が低くなる傾向がある。
　④前任校が，特別支援学校以外から来ている教員は，
特別支援学校から来ている教員に比べ，学習指導に自信
がなく，実践改善志向が少なく，多忙感が高く，働きが
いが低い。
　上記の①～③の仮説が支持されれば，学校組織の協働
性を高めることで，「教師の教育実践の改善」を促すこと
ができる可能性があると言えよう。また，④の仮説が支
持されれば，前任校が特別支援学校以外から来ている教
員に対して，とくに重点的に組織的な支援をしていく必
要があると言えよう。
Ⅲ　学校組織特性に関する因子の抽出
　既述の通り，特別支援学校では，学級担任１人が授業
を行う小学校とは異なり，複数の教員がチームを組んで
毎時間の授業を実施することが多い。そのため，国立大
学附属特別支援学校の学校組織特性の因子構造は，小学
校のそれと異なる可能性がある。そのため，佐古（２００６）
が作成した学校組織特性の尺度を構成する９つの質問項
目に対して，主因子法，プロマックス回転による因子分
析を行った。固有値の変化（２.６９，１.４１，０.９９，０.８３， 
０.７９，・・・）と因子の解釈可能性を考慮すると，佐古
（２００６）と同様に，３因子構造の妥当性が確認された。
プロマックス回転後の各項目の因子パターンを表７に，
因子間相関を表８に示す。
　表７について，第１因子に高い負荷量を持つ項目は，
佐古（２００６）の「協働化」を構成する３つの項目に加え，
「この学校では，校内の指揮・監督系統が確立していて，
それに沿った指導や監督がなされている」（校内の指揮・
監督系統の確立）の項目である。この「校内の指揮・監
督系統の確立」は，佐古（２００６）による小学校教員に関
する分析では，「統制化」の因子を構成していた。
　国立大学附属特別支援学校においては，教職員間の「協
働化」の増加と，「校内の指揮・監督系統の確立」は，同
じような事象として，教職員によって認識されていると
考えられる。特別支援学校では，小学校に比べ，児童生
徒の発達の程度に個人差が大きく，個々の実態に応じた
表４　教職勤務年数
合計ＮＡ２０年以上１０～２０年５～１０年５年未満
８６５３３１９３２６１３９７８
１００.０％０.３％３６.９％３７.７％１６.１％９.０％
表５　現任校での勤務年数
合計ＮＡ１１年以上６～１０年目２～５年目１年目
８６５３９０１６１４２８１８３
１００.０％０.３％１０.４％１８.６％４９.５％２１.２％
表６　前任校種
合計ＮＡその他高等学校小・中学校特別支援学校
８６５１４８０１６２８０４７５
１００.０％１.６％９.２％１.８％３２.４％５４.９％
鳴門教育大学学校教育研究紀要１６２
教育を行う必要がある。また，生活単元学習のような領
域・教科を合わせた指導の授業等においては，取り組み
の方法等の自由度が高い。また，国立大学附属特別支援
学校は，その他の特別支援学校に比べ，地域の教育の
「モデル校」として先進的な教育実践を行うことが期待さ
れている。よって，国立大学附属特別支援学校では，佐
古（２００６）の言う教職の不確定性が，小学校よりも高い
と考えられる。そのため，国立大学附属特別支援学校に
おいては，「校内の指揮・監督系統」が確立しないと，教
職員間の水平方向の相互作用が増加しにくい可能性があ
る。
　第１因子は，佐古（２００６）では「統制化」に含まれて
いた「校内の指揮・監督系統」の項目を含んでいるもの
の，佐古（２００６）の「協働性」を構成する３つの項目が，
高い因子負荷量を示しているため，佐古（２００６）と同様
に，第１因子を「協働性」と命名する（α＝.６５）。
　第２因子に高い負荷量を持つ項目は，佐古（２００６）の
「個業化」を構成する３つの項目であった。よって，第
２因子を，佐古（２００６）と同様に，「個業性」と命名す
る（α＝.５８）。
　第３因子に高い負荷量を持つ項目は，佐古（２００６）の
「統制化」を構成する３つの項目のうちの２つの項目で
あった。よって，第２因子を，佐古（２００６）と同様に，
「統制性」と命名する（α＝.３０）。
　因子間の相関（表８）を見ると，第１因子（協働性因
子）と第３因子（統制性因子）の間に正の相関が認めら
れた（.６２４）。佐古（２００６）では，協働化因子と統制化
因子の相関は．５９５であった。本研究で分析された因子
の構造と，佐古（２００６）で分析された因子構造が異なる
ため，一概には比較できないが，国立大学附属特別支援
学校では，小学校に比べ，協働性を高めるためには統制
性を高めることがより重要だと考えることができるかも
しれない。
　一方，個業性は，佐古（２００６）の分析結果と同様に，
協働性と統制性のどちらにも負の相関を示している。
よって，国立大学附属特別支援学校においても，小学校
と同様に，個業性は，協働性や統制性が高まることによっ
て抑制される可能性がある。
Ⅳ　仮説の検証
１）学校の組織特性が「教師の教育実践の改善」に与え
る影響
　本研究の第１の仮説は「学校組織特性のうち，協働性
が高いと『教師の教育実践の改善』を測る５つの指標が
高まる傾向がある（ただし，「学習指導への自信のなさ」は
低くなる）」であった。本項ではこの仮説の検証を行う。
　表９は，学校の組織特性を説明変数，「教師の教育実践
の改善」を測る５つの指標を被説明変数とした重回帰分
析の結果である。
①　学校の組織特性が「同僚教師の専門性向上志向」に
与える影響
　表９から，「協働性」は，０.１％水準で「同僚教師の専
門性向上志向」に有意な正の影響を与えていることがわ
かる。「統制性」は，１％水準で「同僚教師の専門性向上
志向」に有意な正の影響を与えている。「個業性」は，
表７　学校組織特性に関する因子分析
因　子
３２１
－.１０５.０８４.７０３
２３　この学校では，学校の教育目標や課題
の作成の過程に，ほとんどすべての教師
が関わることができている。
－.１３１－.０３３.７０１
１３　この学校では，生徒指導や学級経営の
問題や改善点について，同僚の教師から
率直な指摘や有益な意見を聞くことが
できる。
－.０７６.０２９.４９６３　この学校では，他の教師の授業を気軽に参観することができる。
.２８５－.００７.４７７
６　この学校では，校内の指揮・監督系統
が確立していて，それに沿った指導や監
督がなされている。
.０４６.６７１.１８２
２　この学校では，指導方法の工夫や改善
は，主にそれぞれの教師が個別に判断し
て実践している。
.０３６.５８３－.０７２
１５　この学校では，学校の教育目標や課題
を具体的にどう受け止めるかについて
は，個々の教師に委ねられている。
.０５３.４６６－.１２８
９　この学校では，各担任は，学級に困難
な問題が生じたときには，他の先生の力
を借りるよりもできるだけ自分の力で
解決していくようにしている。
.５１２.１１８－.１５７
２５　この学校では，学校の教育目標や課題
は，主に管理職がそのビジョンや考え方
に基づいて設定している。
.４１５－.１２０.２３７
２２　この学校では，困難な問題があったと
きには，まず管理職や係に連絡して，指
示を受けたり助言を受けて対応したり
している。
表８　学校組織特性に関する因子の因子相関行列
３２１因子
.６２４－.５０９１.０００１
－.２１６１.０００－.５０９２
１.０００－.２１６.６２４３
表９　学校の組織特性を説明変数，「教師の教育実践の改善」
を被説明変数とした重回帰分析の結果（標準偏回帰係数）
「教師の教育実践の改善」
説明変数／
被説明変数 「教育実践
改善志向」
「学習指導
への自信
のなさ」
「同僚教師
の児童生
徒を良く
する志向」
「同僚教師
の指導力」
「同僚教師
の専門性
向上志向」
-.０２　　　.０３－.１１***－.０８*　－.０８**　個業性
学校組
織特性 .１３***.０１.１１***.０８**.０９**　統制性
.１８***－.０６.４７***.４７***.４７***協働性
.０６***.００.３０***.２８***.２８***説明率（R2）
* p< .０５　　**p< .０１　　***p< .００１
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１％水準で「同僚教師の専門性向上志向」に有意な負の
影響を与えている。
　よって，「教師の教育実践の改善」の指標のうち，「同
僚教師の専門性向上志向」については，仮説が支持され
た。
②　学校の組織特性が「同僚教師の指導力」に与える影
響
　表９から，「協働性」は，「同僚教師の指導力」に０.１％
水準で有意な正の影響を与えていることがわかる。「統制
性」は，「同僚教師の指導力」に１％水準で有意な正の影
響を与えている。「個業性」は，「同僚教師の指導力」に
５％水準で有意な負の影響を与えている。
　よって，「教師の教育実践の改善」の指標のうち，「同
僚教師の指導力」については，仮説が支持された。
③　学校の組織特性が「同僚教師の児童生徒を良くする
志向」に与える影響
　表９から，「協働性」は，「同僚教師の児童生徒を良く
する志向」に０.１％水準で有意な正の影響を与えているこ
とがわかる。「統制性」は，「同僚教師の児童生徒を良く
する志向」に０.１％水準で有意な正の影響を与えている。
「個業性」は，「同僚教師の児童生徒を良くする志向」に
０.１％水準で有意な負の影響を与えている。
　よって，「教師の教育実践の改善」の指標のうち，「同
僚教師の児童生徒を良くする志向」については，仮説が
支持された。
④　学校の組織特性が「学習指導への自信のなさ」に与
える影響
　表９から，学校組織特性の各下位尺度は，学習指導へ
の自信のなさに有意な影響を与えていないことがわかる。
　よって，「教師の教育実践の改善」の指標のうち，「学
習指導への自信のなさ」については，仮説が棄却された。
⑤　学校の組織特性が「教育実践改善志向」に与える影
響
　表９から，「協働性」は，「実践改善志向」に０.１％水準
で有意な正の影響を与えていることがわかる。「統制性」
は，「実践改善志向」に，０.１％水準で有意な正の影響を
与えている。「個業性」は，「実践改善志向」に，有意な
影響を与えていない。
　よって，「教師の教育実践の改善」の指標のうち，「実
践改善志向」については，モデルの説明率は約６％と低
いものの，仮説は支持された。
２）「教師の教育実践の改善」と「働きがい」「多忙感」
の相関
　本研究の第２の仮説は，「『教師の教育実践の改善』を
測る指標のうち，教員個人についての認識（『学習指導へ
の自信のなさ』『教育実践改善志向』）は，『働きがい』
『多忙感』と相関がある」であった。
　表１０は，「学習指導への自信のなさ」「教育実践改善
志向」「働きがい」「多忙感」の相関係数を算出した結果
である。「働きがい」と「教育実践改善志向」の相関が高
いと言える。その他の変数の間の相関は高くはない。
　よって，仮説は部分的に支持された。
　上記⑴の⑤の分析では，学校の組織特性が「教育実践
改善志向」に与える影響について，モデルの説明率が低
かった。一方で，表１０では，「教師の教育実践の改善」
と「働きがい」の間の相関が高かった。
　そこで，⑴の⑤のモデルについて，説明変数に「働き
がい」を追加した重回帰分析の結果が表１１である。「働
きがい」を説明変数に投入すると，モデルの説明率が大
きく上昇した。しかし，「協働性」が「実践改善志向」に
与える影響が有意ではなくなっている。「働きがい」は，
「実践改善志向」に０.１％水準で，有意な影響を与えてい
る。
３）学校の組織特性が，「働きがい」「多忙感」に与える
影響
　本研究の第３の仮説は，「学校組織特性のうち，『協働
性』が高いと，『働きがい』が高まり，『多忙感』が低く
なる傾向がある」であった。
　表１２は，学校の組織特性を説明変数，「働きがい」「多
忙感」を被説明変数とした重回帰分析の結果である。
　表１２から，「協働性」は，「働きがい」に０.１％水準で
有意な正の影響を与えていることがわかる。「統制性」は，
「働きがい」に１％水準で有意な正の影響を与えている。
「個業性」は，「働きがい」に有意な影響を与えていない。
　よって，「働きがい」については，モデルの説明力は９％
ほどで高くはないが，仮説は支持された。
　また，表１２から，「協働性」は，５％水準で「多忙感」
表10　「学習指導への自信のなさ」「教育実践改善志向」
「働きがい」「多忙感」に関する記述統計と相互相関
４３２1NＳＤＭ
**.１２**－.１８**－.１０―８６０.８２２.６２１．学習指導への自信のなさ
**.０９**.５２―８６１.５７３.５１２．教育実践改善志向
－.０２―８６３.６４３.５４３．働きがい
―８６４.７６３.３３４．多忙感
note:数値はpearsonの相関係数（両側検定）　* p< .０５　** p< .０１
表11　学校の組織特性，「働きがい」を説明変数，「実践改善志
向」を被説明変数とした重回帰分析の結果（標準偏回帰係数）
「教育実践改善志向」説明変数／被説明変数
－.０４　　個業性　
学校組織特性
　.０８**　統制性　
　.０５　　協働性　
　.４９***働きがい
　.２８***　説明率（R²）
*** p< .００１** p< .０１
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に有意な負の影響を与えている。「統制性」は，１％水準
で，多忙感に有意な正の影響を与えている。「個業性」は，
「多忙感」に有意な影響を与えていない。
　よって，「多忙感」については，モデルの説明力は１％
ほどで低いものの，仮説は支持された。
４）「前任校が特別支援学校か否か」による「学習指導の
自信のなさ」「教師の教育実践の改善」「働きがい」「多
忙感」の差
　本研究の第４の仮説は，「前任校が，特別支援学校以外
から来ている教員は，特別支援学校から来ている教員に
比べ，学習指導に自信がなく，実践改善志向が少なく，
多忙感が高く，働きがいが低い」であった。前任校が特
別支援学校以外から来ている教員は，特別支援教育に携
わった経験が少ないため，学習指導の自信がないことが
予想される。前任校が特別支援学校以外から来ている教
員は，学習指導に自信がないために，多忙感が高く，実
践改善志向を持つ余裕がないために，働きがいも低いこ
とが予想される。
　表１３は，前任校が特別支援学校から来ている教員と，
それ以外の校種から来ている教員との間で，「学習指導の
自信のなさ」「教育実践改善志向」「働きがい」「多忙感」
に有意な差があるか否かを検定した結果である。
　表１３から，前任が特別支援学校であるか否かという属
性の違いは，多忙感のみに，有意な差をもたらしている。
前任校が特別支援学校である教員の方が，前任校が特別
支援学校ではない教員に比べ，多忙感を強く感じている。
よって，第４の仮説は棄却された。
　国立大学附属特別支援学校は，その他の特別支援学校
に比べて，実習生の指導や先進的な研究を行うことが求
められるため，そこに赴任するようになった教員は，多
忙感を強く感じるのかもしれない。また，特別支援学校
では，複数の教員が，日常的に，チームで授業を行うた
め，１人で授業を行うことが多い特別支援学校以外の校
種から来た教員は，多忙感を感じにくいのかもしれない。
　「学習指導の自信のなさ」「教育実践改善志向」「働きが
い」が，前任校が特別支援学校であるか否かによって，
差がないのであれば，どのような属性が，それらの差を
もたらしているのであろうか。この点を明らかにするた
め，現任校の勤務年数別に，「学習指導の自信のなさ」「教
育実践改善志向」「働きがい」「多忙感」の平均値と標準
偏差を算出し，その差が有意であるか否かを検定するた
めの一元配置分散分析を行ったのが，表１４である。
　表１４から，国立大学附属特別支援学校の教員は，現
任校の経験年数が上がるごとに，学習指導に自信を持つ
ようになり，教育実践を改善する志向を持つようになり，
働きがいを感じるようになる一方で，多忙感を強く感じ
るようになる傾向があることがわかる。一元配置分散分
析の結果，どの質問項目についても，現任校の経験年数
の違いによる平均値の差が有意であった。
Ⅴ　考察
　本節では，以上の結果から考えられる実践的，研究的
示唆を考察する。
　第一に，国立大学附属特別支援学校では，学校組織の
「統制性」と「協働性」が高まると，「同僚教師の専門性
表12　学校の組織特性を説明変数，「働きがい」「多忙感」
を被説明変数とした重回帰分析の結果（標準偏回帰係数）
「多忙感」「働きがい」説明変数／被説明変数
.００　.０４　　個業性　
学校組織特性 .１０**.１０**　統制性　
－.０８*　.２７***協働性　
.０１*　　.０９***　説明率（R²）
*** p< .００１** p< .０１* p< .０５
表１３　国立大学附属特別支援学校教員による「学習指導の
自信のなさ」「教師の教育実践の改善」「働きがい」「多忙
感」に関する認識（前任校が特別支援学校か否かの比較）
t検定
結果
前任校が特別支援
学校ではない
前任校が
特別支援学校回答者個人に関する
質問項目
ＮＳＤ平均値ＮＳＤ平均値
３７３０.８５２.５６４７４０.８０２.６５「学習指導の自信のなさ」
３７４０.５７３.４９４７４０.５７３.５２「教育実践改善志向」
３７５０.６２３.５３４７５０.６６３.５３「働きがい」
*　　３７５０.７９３.２６４７５０.７４３.３９「多忙感」
* p< .05  ** p< .01  *** p< .001　　
表１４　国立大学附属特別支援学校教員による「学習指導
の自信のなさ」「教師の教育実践の改善」「働きがい」
「多忙感」に関する認識（現任校勤務年数別の比較）
一元配置
分散分析度数ＳＤ平均値
***
１８１０.８１２.８５１年目
「学習指導の自信のなさ」
４２６０.８２２.６２２～５年目
１６００.７６２.５５６～１０年目
９００.８４２.２６１１年以上
**
１８１０.５８３.３９１年目
「教育実践改善志向」
４２７０.５８３.５０２～５年目
１６００.５２３.５８６～１０年目
９００.５１３.６２１１年以上
***
１８３０.７２３.３８１年目
「働きがい」
４２７０.６６３.５２２～５年目
１６００.５１３.６４６～１０年目
９００.４９３.７３１１年以上
***
１８３０.８４３.１４１年目
「多忙感」
４２８０.７６３.３６２～５年目
１６００.７４３.３９６～１０年目
９００.６２３.４７１１年以上
* p< .05  ** p< .01  *** p< .001　　
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向上志向」，「同僚教師の指導力」，「同僚教師の児童生徒
を良くする志向」，「教師の実践改善志向」が高くなるこ
とが予想される。とくに，学校組織の「協働性」を高め
ることが，それらを高める上で有効である。
　この点について，佐古（２００６）も，小学校の教員を対
象とした質問紙調査結果の分析によって，①協働化と統
制化の進展は，教師の学校改善志向を高めること，②と
くに協働化は，統制化よりも，より強く学校改善志向に
作用すること，を明らかにしていた。本研究は，この佐
古（２００６）の分析結果が，国立大学附属特別支援学校に
ついても当てはまることを確認した点で，一定の研究上
の意義を有すると考えられる。
　第二に，国立大学附属特別支援学校では，小学校に比
べ，協働性を高めるためには，統制性を高めることがよ
り重要な可能性がある。小学校に比べ，教職の不確定性
が高いことが，この点に影響を与えている可能性がある。
　第三に，国立大学附属特別支援学校においては，個業
性が高まると，「同僚教師の専門性向上志向」，「同僚教師
の指導力」，「同僚教師の児童生徒を良くする志向」が低
くなることが予想される。個業性の高さは，教職員個人
の「働きがい」や「多忙感」にも有意な影響を与えてい
ない。個業性を高めることで得られる教育活動の質に関
する利点は，今回の分析結果からは見いだすことができ
なかった。
　第四に，国立大学附属特別支援学校に勤務した経験年
数が少ない教員に対して，とくに学習指導の方法に関し
て，組織的な支援を行う必要があると考えられる。
　第五に，国立大学附属特別支援学校では，教職員の
「働きがい」が高まると，教職員がより「児童生徒の課題
をとらえ直し，新しい実践を工夫していきたい」と思う
ようになることが予想される。
　第六に，国立大学附属特別支援学校では，学校組織の
協働性が高まると，教職員の「働きがい」が少し高まる
ことが予想される。
　では，どのようにして，国立大学附属特別支援学校に
おいて，学校組織の個業性を抑制し，協働性や統制性を
高めることができるのだろうか。
　この点については，国立大学附属特別支援学校におい
て，教員によるどのような学校組織への働きかけが，学
校組織の協働性や統制性の高まりを促すことができるの
か，についての仮説をたて，実践し，その結果を記述・
分析していくことを通して明らかにしていく必要がある
だろう。この点が今後の課題である。
　なお，この課題に取り組むにあたっては，佐古が現職
の大学院生と共に取り組んできた一連の学校組織の協働
化を実現するためのアクションリサーチ（例えば，佐古，
中川（２００５），佐古，竹崎（２０１１））で採用された実践
方法論が参考になるように思われる。
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付記
　本稿を作成するにあたっての分担は，次の通りである。
前林が，本稿の執筆，質問紙調査の実施，分析を担当し
た。大林は，前林の指導教員として，前林による本稿の
執筆を支援し，本稿の修正にも関与した。
　また，質問紙調査に協力いただいた全国の国立大学附
属特別支援学校の教職員には，多大なご尽力を賜った。
ここに御礼を申し上げる次第である。
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